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農業環境政策の有効性に関する研究
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A Study of Effectiveness in Agro-Environmental Policies
Takeshi Hara
The Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries settled "The Basic Law on Food, Agriculture
and Rural Areas (New Agricultural Basic Law) on July 16, 1999. The agricultural administration
that had been based on the Basic Agricultural Law set in 1961 is going under drastic reform focusing
on (1) domestic agricultural production as the basis for a stable food supply, and (2) enabling
agriculture and rural areas to fulRll their multi-functional roles.
The New Agricultural Basic Law sets "Policies for Sustainable Agricultural Development'and
"Policies for Development of Rural Areas" in section 3 and 4 of chapter 2. It states that sustainable
development of rural area and agriculture shall be attempted by promoting the multiple function of,
and by maintaining natural cyclic function of agriculture. It is worthy to note, in article 4 0f chapter
1 it is clearly expressed "the term 'natural cyclical function of agriculture'means the function of
agriculture in stimulating the biological and physical cycle in nature while being influenced strongly
by the cycle". This is a new development pattern, which did not exist in the perspective under the old
law.




















































































































































































































































































































































































































有機農業分 ● タイプN 滅～無農薬栽培
内
容
士づくり等既存の技術を リサイ クルの推進､ 施 環境負荷の軽減 と同時 環境負荷の軽減 と同時
活用 して可能な範囲で化 肥 ●防除基準の見直し､ に､ 消費者ニーズに対 に､ 消費者ニーズに対応
学肥料､ 戯薬を節減(例え 新技術 ●資材の活用の推 応 して､ 化学肥料､ 農 して､ 化学肥料､ 農薬に























単収､ 外観の低下､ コスト 外観の低下 単収 ●外観






































昭和60司 平 成 2年 平 成 7年 平 成 12年
全 体 全 体 全 体 全 体
田 畑 田 畑 田 I畑
全 国 9 3 15 1 5 1 10 0 16 2 5 5 10 7 2 10 84 12 6
都 市 的 地 域 2 1 4 1 16 2 5 2 6 10 16 3 6 16 2 1
平 地 農 業 地 域 18 3 0 9 2 1 4 9 14 3 5 5 8 2 1 3 8
中 間 農 業 地 域 3 6 5 8 19 3 8 62 2 2 4 1 84 34 50






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































農工大｢生存科学｣ COE, 2004年, p.10　中島はさらに以下のように指摘している. ｢資本制的社会での経済
活動は,短期的収益性がまず問題となり,工業は技術的特性からしてもこの短期論理とうまく噛み合ってい
く.採取的生業の場合には生態バランスの長期論理が優先し,短期論理の強調は資源枯渇などの形で直ちに反
響をうける.農業では短期的収益性の安定した追及もある程度可能だが,それのみの優先は農業の自然生産的
性質との本質的敵酷を生じさせてしまう.農業では技術的にも生産の長期的安定性への独自の配慮が不可欠で
あり,農法はこうした短期論理と長期論理の接点に形成されると言うこともできる.
21)有吉佐和子は, 1974年報冒新聞に｢複合汚染｣を掲載し,主として農薬による農産物と人体汚染を告発した.
既に社会問題化していた食の安全性を,有機無(滅)農薬栽培の現場から批判したこの作品は,都市の消費者,
読者に多大な関心を持たれ,農薬批判が高まった.このため農水省は内部文書で反批判の見解をまとめた.
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22)農林省『近代農法における技術の役割について』農林省内部文書, 1995年
23)新潟平野での胆のうがんの多発に対する新潟大と農水省の調査で,水田の除草剤として29年間,全国で使わ
れてきたクロルニトロフェン(CNP)に発癌性があるとされ,農水省は94年3月使用中止を指示した.米どこ
ろの新潟平野で,胆のうがんの発生率が高いのは,水田に散布されたCNPが水道水源に高濃度で混じってい
たためとされる.
24)環境庁は湖沼の水質を改善するため, 2005年度から湖沼水質保全特別措置法を抜本的にみなおした.水質汚
濁の大きな原因となる農地の排水や市街地の雨水の汚濁物質の流入抑制をはかる.湖沼の化学的酸素要求量
(COD)の環境基準達成率は55% (2003年度)で,あまり改善されていない.そこで,汚濁の著しい10ヶ所の
指定湖沼ごとに,周辺の農地や市街地などの地域を重点地区に指定した上で,汚濁物質が流出しにくい肥料の
使用や,市街地の雨水が直接湖沼に流入しない措置などを推進する.
25)熊沢喜久雄｢地九　農法,環境保全｣久宗高編『環境保全型農業の展望』農文協1989年　pp.12-13
26)水質保全行政を担当する環境省水質保全局の局長は, 71年の省創設以来,歴代農水省出身者が就き,局内の
｢土壌農薬課｣などを水質行政面から指揮してきた.自然の生態系を生産基盤とする農業が必然的に正常な
｢水･土｣を必要とし,農業環境政策が一体のものであることを行政組織の面からも示している.
27)原　臥　江波戸哲夫『田分け』 1988年,毎日新聞社P-'
28)次郎丸常磐会の成功は,すでに減農薬稲作研究会をっくり,チャンスをうかがっていた福岡市農協･今宿,周
船寺地区の専業,中核農家を中心にした八十戸を,減農薬稲作に踏み切らせた.今宿のリ-ダー,吉佳辰規は
｢生協さんと話し合って,コメの種類は百姓が,値段は話し合いで,品質はお天道さんが決めらす,ということ
で始めました｣と語る.原　剛,江波戸哲夫,前掲p.53
29)飯島伸子『環境社会学』 p.48
30)最高裁判所判決は2004年10月1513,この経過を厳しく批判し, ｢被害は深刻で,国が規制していれば水俣
病の拡大を防ぐことができた｣と国の不作為の責任を認めた.公害対策基本法第1条の｢経済との調和｣規定
は,生産活動に対する環境行政からの関与を著しく妨げる結果となった.水俣病や自動車排ガスによる大気汚
染公害が実例である.甚大な人命,健康被害の発生を現実に確認しながら,企業活動への過剰な介入を避ける
との名目で,環境行政の不作為が少なくとも1972年の同法改正により｢経済との調和条項｣が削除されるま
で継続していた.農薬,化学肥料による生態系や環境,人の健康への被害もこのような法体系と時代風潮によ
り看過され,問題視する行動に対しては行政が反論,抑圧する結果を招いたとみられる.
31)この｢有機農業対策室｣をはじめ,農水省と全国農協中央会には｢対策本郡｣の看板が途絶えることがない.
｢対策｣とは広辞苑によれば, ①相手の態度や事件に応じて取る方策, ②律令制での官史登用試験に,問題を出
してこれに応える漢文の作文を提出させたこと.またその答案の意味である.農水省が有機農業をどう見てい
たかは｢有機農業対策室｣の名称により明らかである.農水省にとって有機農業は,対策であって自発的な農
業政策ではないということである.農業の生産,消費現場から攻め込まれ,あたふたと防戦につとめる態であ
る.国産農産物に崖より質,安全性の優位を強調する必要を迫られたのである. ｢有機農業対策室｣がその答え
であった.
32)根本　久-埼玉県農林総合研究センター生物機能担当部長,農業共済新聞2004年8月2週号
33)原　剛,江波戸哲夫『閏分け』毎日新聞, 1988年　pp.51-52
34)根本･前掲書.
35)農水省の公文書や白書では『審議会の答申を受け,農水省が政策を決定した』とされる.しかし,農政審に3
期6年間加わった筆者自身の経験では,答申内容はすべて農水省の当概j.かこよりあらかじめ作成されて審議
会に提示され,審議会ではその内害を部会ないし専門委員会で検討して｢答申原案｣としてまとめ,審議会の
審議を経て答申への経過をたどる.大臣の諮問に対する一連の審議経過は,農水省作成の資料に基づいて審議
会委員への背景説明,解釈とそれに対する審議会委員の質疑の形をとる.答申は諮問に対する審議会･委員の
自立的な意見,決定のようにみえるが,実質的には農水省がその政策の意恩を貫徹する｢説得プロセス｣に他
ならない.審議会改革前は審議会会長はすべて農水省事務次官経験者から選ばれていた.
36)西尾遺徳｢食と環境双方の安全対策｣日本農薬新聞『視点』 2004年9月14日号　新たに構想,政策化された
農業環境政策に対し,農業基本法農政による農法を慣行農法と規定するならば,農業環境政策による農法は,
慣行農業が食の安全と環境にもたらした負荷を構造的にとらえた,その改革のための農業と環境の統合政策で
なくてはならない.
37)川上誠一｢宍道湖･中海淡水化事業凍結へ向けて動き出す｣日本自然保護協会編『自然保護』 NO312, 1989年
5月号pp.10-13
38)諌早湾は日本にわずかに残る自然豊な大干潟である.地域の住民たちは国を柏手に自然の権利訴訟を起こし
た.干潟とムツゴロウ, -マシギなどが原告である.野生の生物にも存在する固有の権利がある.人間の都合
で抹殺すべきではない,とするコンサベイションの思想である.法律上,原告は訴訟適格を有しないとされ,
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多くは棄却されているが,自然保護意識を高める効果は大きい.自然と共生を揚げる農業環境政策が考慮しな
ければならない課題の一つである.
39)飯島伸予『環境社会学』有斐閣1993年　p.51
40)鳥越胎之『環境社会学』有斐閣1997年　p.44
41)飯島伸千･前掲書p.56
42)飯島仲予･前掲書p.59
43)環境と開発に関する世界委員会編『地球の未来を守るために』福武書店, 1987年　pp.68-69
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